
その判断が危ない！？ 

税務処理の実務ポイント 法人税編 
～ベテラン税理士でも誤解しやすい事例を精選～ 

見田村元宣 [著] 
A5判／248頁／定価3,410円（本体3,100円+税10％） 

誤った認識をしていないか、この１冊で再確認！ 

第１章 固定資産をめぐる税務 
事例01 不動産を購入した場合の土地と建 
    物の按分基準 
事例08 法人名義の固定資産を同族役員が 
    個人的に使用していた場合の対応    
第２章 給与をめぐる税務  
事例03 役員退職給与の計算における在任 
    年数の考え方  
事例10 給与か？報酬（外注費）か？の判 
    断基準    
第３章 貸倒損失をめぐる税務 
事例05 元代表取締役に対する多額の貸倒 
    損失が認められた事例  

第４章 生命保険をめぐる税務 
事例02 生命保険を払い済みにした場合の 
    経理処理 

第５章 税務調査に関する税務 
事例01 架空経費が計上されていても、重 
    加算税を回避できた事例 
事例07 その売上計上もれは本当に重加算 
    税の対象なのか？ 

具体的な判例を用いて
解説！ 

内容見本 

その場で根拠通達が 
確認できる！ 

◆経験が豊富な税理士でも誤って解釈していることのある税務処理の 
 事例を精選！ 
 

◆注意すべきポイントを、法令・通達や判例・裁決例をもとに分かり 
 やすく解説！ 
 

◆「税務処理を誤らない」「クライアントのもっとよい選択肢を見逃 
 さない」「税理士業務の失敗を未然に防ぐ」ためのヒントを収録！ 

本書の特色 



＊弊社宛お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買上げ合計金額5,000円(税込)以上のご注文は、国内配送料 
 サービスといたします。 
 また、お買上げ合計金額5,000円(税込)未満のご注文については、国内配送料550円(税込)にてお届けいたします。 
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。 

取 扱 い 

この申込書は、ハガキに貼るか、 
このままFAXで下記宛お送りく 
ださい。 

■宛先 
〒107-8560 
東京都港区南青山2-11-17 
第一法規株式会社 

FAX：0120-302-640 

書店印 

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。 
 ＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。 

 （いずれかを✔で選択ください）□代金引換により支払います。 □現品到着後請求書により支払います。 

＊代金引換手数料について 
 一回あたりのご購入金額 
（商品の税込価格+送料）の合計が 

1万円以下の場合、330円（税込） 
＊送料・代引き手数料を含む合計金額は、商品のお届時に  
 配送業者に現金でお支払いください。 
 その際、クレジットカードはご利用いただけません。 

3万円以下の場合、440円（税込） 

10万円以下の場合、660円（税込） 

年   月   日 

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞ 
お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社
ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お
問合せフォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）もしくはフリーダイヤルにてご連絡ください。フリーダイヤル■TEL 0120-203-696 ■FAX 0120-202-974 誤解事例法人税（069922）2021.12 

ご住所 

〒      ― 

事務所名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
ご氏名                    様  ㊞  

TEL        ―        ― 

E-mail             ＠ 

目次 

海運業界について 

「ＫＡＭ」について 

申 込 書〈第一法規刊〉 
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その判断が危ない！？税務処理の実務ポイント―法人税編  

～ベテラン税理士でも誤解しやすい事例を精選～       [069922] 
定価3,410円 

（本体3,100円+税10％） 
   部 

具体的な判例を用いて
解説！ 

●第１章 固定資産をめぐる税務 
事例01 不動産を購入した場合の土地と建物の按分基準 
事例02 不動産を購入した場合の建物と建物附属設備の 
    按分基準 
事例03 不動産購入後１年以内の建物の取壊し費用の 
    取扱い 
事例04 ビルなどを賃借した場合の内部造作の耐用年数 
事例05 定期借地権の上に建っている建物の耐用年数 
事例06 修繕費用の考え方（その１） 
事例07 修繕費用の考え方（その２）   
事例08 法人名義の固定資産を同族役員が個人的に使用 
    していた場合の対応 
 

●第２章 給与をめぐる税務 
事例01 役員報酬の過大額の考え方 
事例02 役員報酬の増額と役員退職給与の関係 
事例03 役員退職給与の計算における在任年数の考え方 
事例04 過大役員退職給与の「過大」の考え方 
事例05 分掌変更による役員退職給与と役員報酬の関係   
事例06 生命保険と役員退職給与の関係 
事例07 分掌変更による役員退職給与を支給する際に 
    注意すべき形式 
事例08 決算賞与の未払い計上の是否認の分岐点 
事例09 従業員等に対する見舞金と給与課税の金額基準 
事例10 給与か？報酬（外注費）か？の判断基準   
事例11 社会保険の加入に際し、社員（給与）を外注先 
    （報酬）に切り替えた場合の注意点 
 

●第３章 貸倒損失をめぐる税務 
事例01 貸倒損失を計上する場合の債務超過の「相当期 
    間」の考え方 
事例02 書面による債権放棄と民法の到達主義 
事例03 貸倒損失と債権の時効の関係を正しく理解する 
事例04 債務者が債務超過でも貸倒損失が否認された 
    事例 
事例05 元代表取締役に対する多額の貸倒損失が認めら 
    れた事例 

●第４章 生命保険をめぐる税務 
事例01 定期保険、第三分野保険の経理処理で注意すべ 
    き点 
事例02 生命保険を払い済みにした場合の経理処理 
事例03 生命保険料を支払った場合の損金算入時期 
事例04 養老保険の保険料と給与課税の関係 
事例05 養老保険の保険料が同額の場合の普遍的加入の 
    考え方 
事例06 死亡保険金の益金算入時期と役員退職給与の損 
    金算入時期 
 
●第５章 税務調査に関する税務 
事例01 架空経費が計上されていても、重加算税を回避 
    できた事例   
事例02 税務調査で否認される場合の根拠となる具体的 
    資料 
事例03 納品日「前」の請求書で損金に計上したら、重 
    加算税なのか？ 
事例04 取引先との親睦団体における収益は法人に帰属 
    するのか？ 
事例05 社長の１人飲みを交際費に計上したら、重加算 
    税なのか？ 
事例06 税務調査において重加算税を課された場合の 
        事後対応 
事例07 その売上計上もれは本当に重加算税の対象なの 
    か？ 


